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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 第153期以前は連結財務諸表を作成していないため、記載していない。 

２ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載していない。 

４ 従業員数は、就業人員数を表示している。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第151期 第152期 第153期 第154期 第155期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (千円) - - - 7,999,511 7,577,063

経常利益 (千円) - - - 133,898 35,309

当期純利益 (千円) - - - 162,538 103,963

純資産額 (千円) - - - 3,003,823 3,525,323

総資産額 (千円) - - - 7,752,776 9,760,900

１株当たり純資産額 (円) - - - 152.26 178.84

１株当たり当期純利益 (円) - - - 8.23 5.27

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) - - - - -

自己資本比率 (％) - - - 38.7 36.1

自己資本利益率 (％) - - - 5.5 3.2

株価収益率 (倍) - - - 15.7 29.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) - - - △ 102,414 △ 1,068,877

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) - - - 8,007 15,377

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) - - - 265,124 1,306,208

現金及び現金同等物 
の期末残高

(千円) - - - 363,970 629,221

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数)

(名)
-

( -)

-

( -)

-

( -)

207

(56)

201

(60)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
  

回次 第151期 第152期 第153期 第154期 第155期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (千円) 6,761,674 6,834,506 7,646,126 7,682,904 7,289,089

経常利益又は 
経常損失(△)

(千円) △ 127,896 △ 36,086 147,150 169,299 16,759

当期純利益又は 
当期純損失(△)

(千円) △ 495,122 △ 142,493 140,276 197,939 86,714

持分法を適用した場合の 
投資利益

(千円) - - - - -

資本金 (千円) 2,892,023 2,892,023 2,892,023 2,892,023 2,892,023

発行済株式総数 (株) 19,785,903 19,785,903 19,785,903 19,785,903 19,785,903

純資産額 (千円) 2,730,245 2,414,172 2,880,223 3,047,299 3,541,927

総資産額 (千円) 7,842,144 7,110,630 7,265,306 7,568,666 9,579,794

１株当たり純資産額 (円) 138.03 122.18 145.84 154.46 179.68

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額)

(円)

(円)

0

(0)

0

(0)

0

(0)

0

(0)

0

(0)

１株当たり当期純利益 
又は１株当たり当期 
純損失(△)

(円) △ 25.02 △ 7.20 7.10 10.02 4.39

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) - - - - -

自己資本比率 (％) 34.8 34.0 39.6 40.3 37.0

自己資本利益率 (％) - - 5.3 6.7 2.6

株価収益率 (倍) - - 12.1 12.9 35.3

配当性向 (％) - - - - -

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △ 165,576 441,899 558,750 - -

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △ 31,241 △ 59,681 △ 117,350 - -

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 222,705 △ 498,830 △ 451,980 - -

現金及び現金同等物の 
期末残高

(千円) 303,669 187,057 176,477 - -

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数)

(名)
175

(45)

165

(40)

158

(48)

165

(56)

163

(60)



(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 第153期以前の持分法を適用した場合の投資利益については、重要性が無いため記載していない。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載していない。 

４ 従業員数は、就業人員数を表示している。 

５ 平成15年3月期より「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年9月25日 企

業会計基準第2号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14

年9月25日 企業会計基準適用指針第4号)を適用している。 

６ 第154期より連結財務諸表を作成しているため、第154期以降の持分法を適用した場合の投資利益、営業活動

によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び

現金及び現金同等物の期末残高は記載していない。 

  



２ 【沿革】 

  

 
  

明治44年10月 資本金100万円をもって、米国式底革の製造を目的として設立。

大正元年８月 東京都墨田区に工場を新設、操業を開始。

大正２年３月 商標「ライオン」印を登録。

大正10年９月 クローム革の製造開始。

昭和18年12月 (合名)阪本製革所を合併し、葛飾工場を設置。

昭和19年９月 長野県飯田市に工場新設。

昭和25年～27年 ガラス張り甲革の製法を開発、量産化。

昭和27年11月 資本金1億2,000万円に増資。

昭和31年～32年 銀付甲革(D判)の開発、生産開始。

昭和36年10月 東京証券取引所 市場第二部に上場。

昭和42年９月 葛飾工場を本社工場に吸収移転し、甲革の仕上部門を統合。

昭和43年６月 販売子会社メリオン株式会社を設立。

昭和43年11月 本社工場の製造部門を飯田工場に移転集約し、生産の一体化を図る。 

本社、社屋を現在地に新築移転。

昭和43年～45年 家具用革を開発。

昭和44年12月 販売子会社メイハン株式会社を設立。

昭和48年１月 資本金2億150万円に増資。

昭和49年６月 資本金3億225万円に増資。

昭和52年12月 資本金5億375万円に増資。

昭和53年１月 販売子会社メイコー株式会社を設立。

平成元年10月 裁断加工を目的とする子会社株式会社メルセンを設立。

平成元年12月 資本金15億7,624万円に増資。

平成２年７月 会社名を明治製革株式会社からメルクス株式会社に変更。

平成３年２月 資本金28億9,202万円に増資、現在に至る。

平成10年４月 子会社メイハン株式会社(存続会社)と子会社メリオン株式会社(解散会社)が合

併。

平成12年７月 子会社メイハン株式会社並びに子会社メイコー株式会社の両社より営業の全て

を当社が譲受け、両社は解散。

平成16年３月 中国における車両用革の生産・販売を目的に子会社佛山市メルクス皮革有限公

司を設立。



３ 【事業の内容】 

当グループは、当社(提出会社)、及び子会社２社並びに関連会社２社で構成され各種皮革の製造販売を

主な事業の内容とし、更にその皮革の裁断加工及び関連商品(靴等)の仕入販売、他の皮革製造会社の製品

の仕入販売等皮革に係る事業を幅広く行っている。 

当グループの事業に係わる位置付けは次のとおりである。 

《皮革》 

当社(提出会社)の製造している各種皮革は、靴用革、鞄・袋物用革、家具用革、カーシート用革、ハ

ンドルカバー用革で構成されている。 

1)靴用革、鞄・袋物用革は、当社(提出会社)より直接、あるいは卸売業者等を通じ、靴・鞄等メーカ

ーに販売している。又、一部裁断して販売しているものもある。 

2)家具用革は、家具メーカー等へ直接当社(提出会社)が販売している。又、一部裁断して販売してい

るものもある。 

3)カーシート用革・ハンドルカバー用革についてはそのほとんどを外注業者にて裁断加工し、おのお

のメーカー等へ直接当社(提出会社)が販売している。 

 この外注業者が、子会社である株式会社メルセンである。 

《裁断》 

靴用革、鞄・袋物用革、家具用革、カーシート用革、ハンドルカバー用革の裁断を子会社である株式

会社メルセンが外注業者として行っている。 

《その他》 

当グループは、当社(提出会社)の製品を主力に販売しているが、他の皮革製造会社の製品、靴メーカ

ーの商品、その他関連商品の仕入、販売も行っている。 

また、当グループの海外事業は、中国上海市に合弁会社上海メルクス・アリ皮革有限公司、浙江省に

合弁会社海宁市カセン・メルクス皮革有限公司、広東省には自動車メーカーへのカーシート用革の納入

を主な目的として、子会社佛山市メルクス皮革有限公司を有している。 

  



事業の系統図を簡単に示せば次のとおりである。 
  

 

  

  



４ 【関係会社の状況】 

  

 
  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員は就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。 

３ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員である。 

  

(3) 労働組合の状況 

当グループでは提出会社において労働組合が組織され、上部団体の全国皮革産業労働組合連合会に所

属し、当期末現在の組合員数は94名である。 

なお、労使関係は相互信頼の下に円満に推移している。 

  

名称 住所 資本金
主要な事業
の内容

議決権の
所有割合(％)

関係内容

役員の兼任等 事業上の関係

(連結子会社) USD

佛山市メルクス皮革有限公司 中国広東省佛山市 3,100,000
皮革製品の
設 計・開 発・
生産

直接  100
役員兼任

２名

当社技術供与に
よ る 生 産・販
売、資金援助

(持分法適用関連会社) USD

上海メルクス・アリ皮革 
有限公司

中国上海市 400,000 同上 直接  50
役員兼任

３名
当社技術供与に
よる生産・販売

(持分法適用関連会社) USD

海宁市カセン・メルクス皮革 
有限公司

中国浙江省海宁市 200,000
靴用革、車両
用革の仕入及
び販売

直接  50
役員兼任

２名

当社技術供与に
より生産された
皮革の仕入及び
販売

所在地別 従業員数(名)

日本 163 (60)

中国 38     

合計 201 (60)

従業員数(名) 平均年齢(歳・月) 平均勤続年数(年・月) 平均年間給与(千円)

163 (60) 43.05 17.08 4,320



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、米国や中国をはじめとする世界経済の好調に支えられ、年間

をとおして着実に回復を続け、いざなぎ景気に迫るほどの状況となった。原油価格の高騰ならびに高止

まりにも拘らず、企業業績は好調に推移した。政府による構造改革と規制緩和、金融システムの安定、

企業によるリストラ努力の結果、デフレスパイラルの懸念がなくなり、３月には日本銀行も量的緩和政

策の解除に踏み切った。 

当社グループが属する皮革産業においては、皮革製品（靴、バッグ、家具類）について引き続き安価

なアジア製品の流入と、高級品はヨーロッパからの輸入品に押され、国内生産高は漸減傾向が続いてい

る。これにともなって、皮革素材の調達についても国内離れの傾向にあり、国内タンナーは引き続き厳

しい状況におかれている。 

このような経営環境のもと、当社グループではデザイン性の重視による色と質感の多品種展開による

メーカー・問屋への提案を強化し、他方では原価低減のために自動車のシート用革をはじめとして中国

生産への取り組みにも努めてきた。 

その結果、当連結会計年度の売上高は7,577百万円と前年同期と比べ422百万円（5.3％）の減収、営

業利益は118百万円と前年同期と比べ192百万円（61.8％）の減益、当期純利益は103百万円と前年同期

比58百万円（36.0％）の減益となった。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は前連結会計年度末に比べ265百万円増加し、当連結

会計年度末には629百万円となった。 

営業活動によるキャッシュ・フローは1,068百万円の支出（前年同期は102百万円の支出）となった。

これは税金等調整前当期純利益、減価償却費で250百万円の収入があったが、たな卸資産の増加が111百

万円、前連結会計年度末で1,106百万円の残高であった手形割引を各金融機関からの借入にシフトした

こと等による売上債権の増加が948百万円あったこと等によるものである。 

投資活動によるキャッシュ・フローは15百万円の収入（前年同期は8百万円の収入）となった。これ

は主に定期預金の増加による支出が58百万円、投資有価証券の売却による収入が160百万円、有形固定

資産の取得による支出が53百万円あったこと等によるものである。 

財務活動によるキャッシュ・フローは1,306百万円の収入（前年同期は265百万円の収入）となった。

これは主に営業活動によるキャッシュ・フローの支出を賄うため、長短借入金・社債により資金を調達

したこと等によるものである。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

イ 生産実績 

当連結会計年度における生産実績は、次のとおりである。 

  

 
(注) １ 生産金額は製造原価による。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

ロ 仕入実績 

当連結会計年度における仕入実績は、次のとおりである。 

  

 
(注) １ 仕入金額は仕入価格による。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(2) 受注実績 

当社において受注生産は、ほとんど行われていない。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績は、次のとおりである。 

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合。 

  

 
  

品目 生産高(千円) 前年同期比(％)

牛革 5,288,360 92.3

合計 5,288,360 92.3

品目 金額(千円) 前年同期比(％)

靴他仕入商品等 1,674,829 110.7

合計 1,674,829 110.7

品目 販売高(千円) 前年同期比(％)

牛革 5,768,913 90.8

小計 5,768,913 90.8

その他

靴他仕入商品等 1,793,781 110.4

副産物他 14,369 59.4

小計 1,808,150 109.7

合計 7,577,063 94.7

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

㈱タチエス 1,923,584 24.0 1,974,402 26.1

㈱グッチグループジャパン 1,254,687 15.7 1,213,956 16.0



３ 【対処すべき課題】 

当皮革業界を取り巻く事業環境は国際化の進展により、いっそう厳しさを増している。このように厳し

い環境ではあるが、経営環境の変化に対するスピーディーな対応、当社グループの持つ技術力・研究開発

力のいっそうの研鑚と結集、また長年培ってきた市場での信頼と知名度、これらを原動力とした利益基盤

の確立と拡大によって早期に欠損金を解消すること、さらには復配を実現させることを目標としている。

目標達成のため、当面の事業運営においては、下記に重点を置き取り組んでいる。 

① 靴用革等において短期化する製品のライフサイクルに合わせた新商品開発 

 最新の市場動向に対応した新製品の迅速な開発と商品化に努め、また生産面でもいっそうの技術

開発、コスト削減により品質、価格、安定供給といったあらゆる面での競争力強化を図りたいと考

えている。 

② 環境に配慮した新商品開発の充実と市場への浸透 

 環境問題がますます重要視される昨今、当社グループは廃棄物問題を視野に入れたメタルフリー

革の製造技術を多くの他社に先がけて靴・鞄用革、家具用革、車両用革の各分野において既に確立

している。今後は、環境問題に積極的な自動車業界はもとより、家具業界、靴・鞄業界へのますま

すの浸透を図りたいと考えている。 

③ グローバル事業の確立 

 国際化の進展するなか各産業の海外進出の傾向は顕著となり、素材メーカーの安定した品質と供

給は強く望まれている。このようななか当社はグローバルな事業の展開として、中国上海市並びに

浙江省に合弁会社を、広東省には100％子会社を有している。 

 まずは計り知れない需要を秘めた中国において、当社グループの技術力を生かし、その事業基盤

と地位を確たるものとすることが急務であり、さらには世界の工場となりつつある中国を拠点とし

て、その事業の拡大を図りたいと考えている。 

  

４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響

を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがある。 

(1) 財政状態及び経営成績の異常な変動 

 当社は素材メーカーであるため、靴、鞄、インテリア、自動車の各業界における市況動向が大き

く悪化した場合には経営成績に強い影響を受ける。このリスクを回避するため、常に中長期的な各

業界の市況動向に留意し、その把握に努め、当社資源の効率的な配分を行っている。これにより当

該リスクを完全に回避できるとは言えず、そのリスクは潜在すると考えられる。 

 また、主原料である牛原皮の需給相場や原材料輸入に伴う為替相場の変動による影響を回避する

ため、中長期的な市況動向を勘案した計画的な原材料の調達、あるいは為替予約を行っているがこ

れらにより当該リスクを完全に回避できるとは言えず、それらのリスクも潜在していると考えられ

る。 

(2) 当社が製造している牛革並びに素材提供している革靴は、関税割当制度の対象品となっている。 

将来、完全自由化が実施された場合、皮革業界全体に大きな影響をもたらす可能性があり、当社に

おいても、すでに海外事業の展開を行っているものの経営成績に影響を与える可能性がある。 

(3) 海外での事業展開について 

 海外事業の展開に伴い現地における法律・規則・租税制度の変更、あるいはテロ・戦争・反日運

動等による社会的混乱が経営成績に影響を与える可能性がある。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

  

 
  

６ 【研究開発活動】 

研究開発については、当社の本来業務である皮革製造部門（家具用革、靴用革、カーシート用革等の生

産）の長期的発展の基礎となる研究を中心に、環境に配慮した商品の開発、並びに市場ニーズに適応した

品質・価格商品の開発を併せて行っている。 

 当連結会計年度の研究開発費は、4,617千円（消費税等は含まず）である。 

 なお、上記金額の他に販促開発に係る費用が54,331千円ある。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成されている。この連結財務諸表の作成にあたっては、見積りの要素が内在しているがその算定につ

いては、将来における懸念の排除等保守的な立場を基本として作成している。 

  

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

当社グループが属する皮革産業においては、国内生産高は漸減傾向が続き国内タンナーは引き続き厳

しい状況にあった。当連結会計年度の売上高を部門別に前年同期と比較すると、牛革部門は、靴・鞄用

革の売上減少が大きかったため582百万円（9.2％）の減収となった。また、靴他仕入商品部門は169百

万円（10.4％）の増収、副産物他は9百万円（40.6％）の減収となり合計では422百万円（5.3％）の減

収となった。 

採算面は円安傾向の継続による輸入原皮のコストアップや原油高を契機とする燃料費、薬品費の高騰

により利益率が低下したため、前年同期に比べ営業利益で192百万円（61.8％）、経常利益で98百万円

（73.6％）、当期純利益で58百万円（36.0％）の減益となった。 

  

(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

当社グループの経営成績は、靴、鞄、インテリア、自動車の各業界における市況動向や原材料の市況

動向、あるいは為替相場、金利水準の動向や株式市況の影響を受ける可能性がある。 

  

(4) 戦略的現状と見通し 

当皮革業界における現状は、皮革製品（靴、バッグ、家具類）について安価なアジア製品の流入と高

級品はヨーロッパからの輸入品に押され、国内生産は漸減傾向が続いている。これに伴い皮革素材の調

達も国内離れの傾向にあり、国内タンナーは引き続き厳しい状況におかれている。 

このような経営環境のもと、当社グループではデザイン性の重視による色と質感の多品種展開による

メーカー・問屋への提案を強化し、他方では原価低減のために自動車のシート用革をはじめとして中国

生産への取り組みにも努めている。 

また、環境問題が重要視されるなか、環境に配慮した商品の一層の充実と環境問題に積極的な自動車

業界はもとより、家具、靴、鞄等の各業界へのますますの浸透を図りたいと考えている。 

さらに国際化の進展するなか各産業の海外進出は顕著となり、素材メーカーの安定した品質と供給は

強く望まれている。このようななか当社では中国上海市並びに浙江省に合弁会社を、広東省には子会社

を有している。早急にその事業基盤と地位を確たるものとし事業の拡大を図りたいと考えている。 

  

会社名 契約事項 契約締結先 締結年月 有効期間

メルクス株式会社 
(提出会社)

靴用革、車両用革の仕入及び販
売に係る合弁会社を中国浙江省
に設立することを目的とした合
弁契約

浙江卡森実業有限公司
(中国浙江省海宁市)

平成16年10月 20年



(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当社グループの資金状況は、運転資金に余裕と機動性を持たせるため前連結会計年度末で1,106百万

円の残高であった手形割引を社債、長期借入金等の各金融機関からの借入金にシフトしたこと等によ

り、財務活動によるキャッシュ・フローは1,306百万円の収入となり、営業活動によるキャッシュ・フ

ローは1,068百万円の支出となった。また、一部投資有価証券の売却も行い、資金の効率化を図った。 

  

(6) 経営者の問題認識と今後の方針について 

当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよ

う努めているが、当皮革業界の今後の見通しとすれば、国際化の進展するなか、国内生産は漸減傾向に

あり価格競争も激しさを増すことが予想され、また、円安傾向は反転しつつあるものの、原皮相場は上

昇傾向にあり、原油相場も高止まりを続けるなど、引き続き厳しい環境が予想される。 

当社グループは常にお客様に「安心」「便利」「安い」をお届けできる企業を目指している。このこ

とを実践するために提出会社では、皮革素材製造業ではまだ数少ないＩＳＯ９００１の認証をＪＱＡか

ら取得している。これにより品質の維持・向上に努め、生産の効率化を推進し、営業活動の積極的な展

開を図り、一層の企業体質の強化と業績の向上を目指している。 

今後当社グループが対処すべき大きな課題は、お客様のニーズに応えるため、また自社の原価率低減

目標に資するため、当社グループとして中国の広東省における佛山市メルクス皮革有限公司、上海にお

ける上海メルクス・アリ皮革有限公司、浙江省における海宁市カセン・メルクス皮革有限公司を一層活

用し、経営資源のシフトを図ってゆくことであると考えている。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度の設備投資については、皮革製造部門を中心に省力化と品質向上及び更新のための設備

投資を緊急度を勘案のうえ22百万円（完工ベース）実施した。 

その主な内訳は、飯田工場におけるスプレーマシンシャワーブース更新２百万円、廃水処理場揚水ポン

プ更新２百万円、佛山市メルクス皮革有限公司における車両の更新３百万円他である。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

  

 
(注) １ 帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでいない。 

２ 帳簿価額「その他」は工具器具備品である。 

３ 上記中〔外書〕は賃借中のものである。 

４ 上記中《外書》は臨時従業員数である。 

５ 上記の他、主要な設備のうち賃借している設備の内容は、下記のとおりである。 

  

 
６ ㈱メルセンへ貸与。 

  

事業所名 
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

飯田工場 
(長野県飯田市)

生産設備 
管理販売施設

920,086 289,003
237,826  
(20,600)  
〔23,381〕

20,141 1,467,057
138  
《60》

東京 
(東京都墨田区)

管理販売施設 
物流倉庫

21,670 948
387,083  
(936)  

5,340 415,042 22  

〃 
(東京都台東区)

物流倉庫 736 -
156,444  
(364)  

- 157,180 -  

大阪 
(大阪府大阪市浪速区)

管理販売施設 
物流倉庫

- 1,443 -  - 1,443 3  

社宅 
(千葉県流山市)

従業員社宅 769 -
139,578  
(370)  

- 140,348 -  

貸与設備 (長野県飯田市)
生産設備 
管理販売施設 
   (注)６

42,684 402
57,368  
(1,613)

110 100,565 -  

合計 985,947 291,798
978,301  
(23,883)
〔23,381〕

25,592 2,281,639
163  
《60》

事業所名 
(所在地)

設備の内容
年間リース料
(千円)

リース契約残高 
(千円)

飯田工場 
(長野県飯田市)

コージェネレーション
システム一式

20,220 151,650

乗用車１台 657 1,918

コンピューター及び
その周辺機器一式

4,119 4,317

東京 
(東京都墨田区)

乗用車２台 1,848 8,545



(2) 在外子会社 

  

 
(注) 帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでいない。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

  

  

(1) 重要な設備の新設等 

  

 
(注) 上記金額には消費税等は含まれていない。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項なし。 

  

会社名 所在地 事業の内容 設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

佛山市メル
クス皮革有
限公司

中国広東省
佛山市

皮革製品の
設計・開発 
・生産

生産設備 
管理販売施
設

- 10,697 - 1,027 11,725 38

会社名
事業所名 
(所在地)

設備の内容

投資予定額

資金調達方法 着手年月 完了予定
完成後の
増加能力総額 

(千円)
既支払額
(千円)

提出 
会社

 飯田工場 
 (長野県飯田市)

網張り乾燥機更新 30,000 - 自己資金及び借入金
平成18年
12月

平成19年 
１月

 更新の為、能 
 力の増加はほ 
 とんどなし

スプリッティング
マシン更新

30,000 - 〃
平成19年
２月

平成19年 
２月

〃



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項なし。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 36,000,000

計 36,000,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月30日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 19,785,903 19,785,903
東京証券取引所
(市場第二部)

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式

計 19,785,903 19,785,903 - -



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) 資本準備金の減少は欠損てん補によるものである。 

  

(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式75,102株は「個人その他」に75単元及び「単元未満株式の状況」に102株含めて記載してある。 

なお、自己株式75,102株は株主名簿記載上の株式数であり、平成18年３月31日現在の実保有残高は74,102株

である。 

２ 「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が52単元含まれている。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

 
  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成 
12年６月29日 (注)

- 19,785,903 - 2,892,023 △1,129,028 199,024

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

- 10 16 45 4 - 2,092 2,167 -

所有株式数 
(単元)

- 3,350 239 4,582 80 - 11,226 19,477 308,903

所有株式数 
の割合(％)

- 17.20 1.23 23.52 0.41 - 57.64 100 -

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

野村土地建物株式会社 東京都中央区日本橋本町１－７－２ 1,033 5.22

朝日火災海上保険株式会社 東京都千代田区鍛冶町２－６－２ 1,008 5.09

野村ホールディングス株式会社 東京都中央区日本橋１－９－１ 988 4.99

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２－２－１ 967 4.88

東洋テック株式会社 大阪府大阪市浪速区桜川１－７－18 935 4.72

メルクス従業員持株会 長野県飯田市松川町2211 811 4.10

ジェイアンドエス保険サービス
株式会社

東京都中央区日本橋茅場町１－２－14 500 2.52

中 村 辰 明 東京都調布市 475 2.40

株式会社トウペ 大阪府堺市築港新町１－５－11 340 1.71

株式会社八十二銀行 長野県長野市中御所岡田178－８ 330 1.66

計 - 7,388 37.34



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が52,000株(議決権52個)含ま

れている。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式102株が含まれている。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) 株主名簿上は、当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権1個)ある。なお、当

該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄に含まれている。 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項なし。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 - - -

議決権制限株式(自己株式等) - - -

議決権制限株式(その他) - - -

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式   74,000

-
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

19,403,000
19,403 同上

単元未満株式 普通株式  308,903 - 同上

発行済株式総数 19,785,903 - -

総株主の議決権 - 19,403 -

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
メルクス株式会社

東京都墨田区緑４－24－３ 74,000 - 74,000 0.3

計 - 74,000 - 74,000 0.3



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項なし。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項なし。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状

況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項なし。 

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項なし。 

  



３ 【配当政策】 

利益配分については、収益に応じた配当を行うことを基本としつつ、長期的、安定的な配当の維持を図

ってゆくことを基本方針としている。 

また、内部留保については、将来における安定した配当の維持のため、経営環境、業績の推移等を考慮

のうえ、中長期的な財務体質の強化、将来の事業展開に備えた内部留保の充実等に充当すべきものと考え

ている。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は東京証券取引所第２部におけるものである。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は東京証券取引所第２部におけるものである。 

  

回次 第151期 第152期 第153期 第154期 第155期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

最高(円) 90 74 99 174 218

最低(円) 35 17 28 65 114

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月

最高(円) 218 189 182 181 166 165

最低(円) 149 169 169 145 124 145



５ 【役員の状況】 

  

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

取締役社長 代表取締役 屋 内 修 一 昭和19年９月５日生

平成９年１月 ㈱大和銀行(現㈱りそな銀行)調査

部長

51

平成９年６月 同行を退職、不二サッシ㈱常務取

締役

平成14年４月 同社を退職

平成14年５月 当社顧問

平成14年６月 取締役副社長就任

平成15年６月 代表取締役社長就任(現)

常務取締役 福 澤   稔 昭和21年９月29日生

昭和44年４月 ㈶日本農業研究所入所

26

昭和50年３月 同所退職

昭和50年４月 当社入社

平成６年10月 販促開発部長

平成７年６月 取締役飯田工場副工場長兼販促開

発部長就任

平成10年４月 同、工場長

平成11年６月 取締役営業本部長

平成13年10月 取締役(営業開発担当)

平成15年６月 常務取締役(現)

取締役 生産本部長 中 田 勝 久 昭和26年10月13日生

昭和49年４月 当社入社

24

平成５年10月 第二生産部長

平成10年４月 生産部部長

平成11年６月 工場長

平成12年７月 生産本部長

平成13年６月 取締役生産本部長就任(現)

取締役

営業本部 
副本部長 
兼生産本部 
副本部長

中 川 武 人 昭和29年１月２日生

昭和47年４月 当社入社

24

平成９年４月 総務部経理部部長

平成10年４月 管理本部部長

平成14年６月 取締役管理本部長就任

平成16年６月 取締役営業本部副本部長

平成18年５月 ㈱メルセン代表取締役社長就任

（現）

平成18年６月 取締役営業本部副本部長兼生産本

部副本部長（現）

取締役 管理本部長 髙 松   学 昭和28年２月12日生

平成７年１月 ㈱大和銀行(現㈱りそな銀行)ロン

ドン支店副支店長

1
平成13年10月 同行浅草橋支店長

平成15年９月 出向、当社管理部長

平成16年６月 同行を退職、当社取締役管理本部

長就任(現)



 
(注) 監査役鴫原和雄並びに米田正巳は、会社法第2条第16号に定める社外監査役である。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

常勤監査役 野 澤 和 善 昭和15年８月10日生

昭和35年６月 当社入社

27
平成５年８月 営業本部インテリア部長兼営業開

発部長兼総合企画室副室長

平成９年６月 常勤監査役就任(現)

監査役 鴫 原 和 雄 昭和24年９月３日生

平成11年10月 ㈱大和銀行(現㈱りそな銀行)人事

部長

-

平成15年６月 同行を退職、りそな総合研究所㈱

取締役

平成15年10月 同社常務取締役

平成16年６月 当社非常勤監査役就任(現)

平成17年５月 りそな総合研究所㈱ 

取締役副社長(現)

監査役 米 田 正 巳 昭和19年５月９日生

昭和49年11月 監査法人千代田事務所（現 中央

青山監査法人）

-平成12年７月 米田公認会計士事務所（現）

平成15年４月 東京富士大学経営学部教授（現）

平成18年６月 当社非常勤監査役就任（現）

計 156



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

株式会社は営利企業であるとともに社会の公器として、直接的には当社製品の購入者、間接的には一般

消費者の需要を満たすべく、また労働の場の提供によって従業員及びその家族の生活を守るべく、さらに

適切な利益を計上して株主に配当し国に納税するなど、広く社会に役立つことが当社の使命であると認識

している。 

 当社の役職員が法令遵守の精神の下に当社の製品の生産販売に邁進することが、すなわち社会に貢献す

ることに繋がるものと認識する。そしてそのことがスムーズに実現するために、経営上の意思決定を迅速

且つ的確なものとし、経営の公正性と透明性を高めるためにコーポレート・ガバナンスを充実させること

が当社の経営上の重要な課題のひとつと位置づけている。 

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

当社の業務執行・監視については、株主総会により選任された取締役６名による取締役会が定期・適

時に開催され重要事項を協議決定し、業務を執行している。 

また、当社は監査役制度を採用しており、監査役３名(内、社外監査役２名)が取締役会等の会議への

参加あるいは業務・会計の監査を通して取締役の職務の執行を監査している。 

さらに外部監査としては、中央青山監査法人との間に商法監査、証券取引法監査の契約を結び、監査

を受けている。 

また、監査役会は同監査法人より、中間期並びに会計年度における、当社及び連結子会社等の監査結

果の報告を受けている。 

法令及びコンプライアンスに係る諸問題に関しては、２名の弁護士と顧問契約を結び随時アドバイス

を受け、法令遵守、公正性、倫理性の確保を図っている。 

  

(2) 役員報酬の内容 
  

 
(注) １ 上記の他に支払われた使用人兼務取締役の使用人給与相当額(賞与を含む)は37,001千円である。 

２ 株主総会の決議(平成５年６月29日)による取締役の報酬額(使用人分含まず)は月額7,500千円以内である。 

３ 株主総会の決議(平成２年６月28日)による監査役の報酬額は月額2,500千円以内である。 

４ 期末日現在の取締役及び監査役の人員は、次の通りである。 

    取締役    ６名 

    監査役    ３名 

  

(3) 監査報酬の内容 

公認会計士法第２条１項に規定する業務に基づく報酬   12,000千円 

上記以外の業務に基づく報酬はない。 

  

(4) 会計監査の状況 

業務執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名 

   栁 澤 孝 男（中央青山監査法人） 

   北 川 卓 哉（同上） 

監査業務に係る補助者の構成 

   公認会計士   ３名 

   会計士補    ４名 

   その他     ３名 

  

(5) 社外監査役との関係 

区分
取締役 監査役 計

摘要
支給人員 支給額 支給人員 支給額 支給人員 支給額

定款又は株主総会
決議に基づく報酬

名

6
千円

19,919
名

3
千円

10,968
名

9
千円

30,887

利益処分による役
員賞与

- - - - - -

株主総会決議に基
づく退職慰労金

- - - - - -

計 6 19,919 3 10,968 9 30,887



当社と社外監査役との人的関係、資本関係又は取引関係その他の利害関係はない。 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

  ただし、前連結会計年度(平成16年4月1日から平成17年3月31日まで)については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年1月30日 内閣府令第5号)

附則第2項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則を適用している。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

  ただし、前事業年度(平成16年4月1日から平成17年3月31日まで)については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年1月30日 内閣府令第5号)附則

第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則を適用している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の2の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年4月1日から平成17年3月31日

まで)及び当連結会計年度(平成17年4月1日から平成18年3月31日まで)の連結財務諸表並びに前事業年度

(平成16年4月1日から平成17年3月31日まで)及び当事業年度(平成17年4月1日から平成18年3月31日まで)の

財務諸表について、中央青山監査法人の監査を受けている。 

  

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日現在)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日現在)

区分
注記 
番号

金額（千円）
構成比
(％)

金額（千円）
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ※２ 826,223 1,161,344

 ２ 受取手形及び売掛金 1,344,004 2,290,648

 ３ たな卸資産 1,711,517 1,822,962

 ４ 繰延税金資産 22,485 -

 ５ その他 126,164 209,850

   貸倒引当金 △ 15,570 △ 24,317

   流動資産合計 4,014,824 51.8 5,460,487 55.9

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び構築物 ※２ 3,143,236 3,142,388

    減価償却累計額 △ 2,084,518 1,058,717 △ 2,156,441 985,947

  (2) 機械装置及び運搬具 ※２ 4,047,034 4,027,447

    減価償却累計額 △ 3,720,623 326,411 △ 3,724,951 302,495

  (3) 土地 ※２ 978,328 978,301

  (4) 建設仮勘定 265 290

  (5) その他 200,103 201,531

    減価償却累計額 △ 170,781 29,322 △ 174,911 26,620

   有形固定資産合計 2,393,044 30.9 2,293,655 23.5

 ２ 無形固定資産

  (1) 営業権 16,189 26,846

  (2) その他 16,201 16,201

   無形固定資産合計 32,390 0.4 43,047 0.5

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券
※１ 
※２

1,230,467 1,882,277

  (2) 長期貸付金 2,898 3,358

  (3) その他 172,677 171,236

    貸倒引当金 △ 93,526 △ 93,161

   投資その他の資産合計 1,312,516 16.9 1,963,710 20.1

   固定資産合計 3,737,952 48.2 4,300,412 44.1

   資産合計 7,752,776 100.0 9,760,900 100.0



 
  
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日現在)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日現在)

区分
注記 
番号

金額（千円）
構成比
(％)

金額（千円）
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 610,276 531,581

 ２ 短期借入金 ※２ 1,579,648 1,673,520

 ３ 一年以内返済予定の 
   長期借入金

※２ 646,620 710,845

 ４ 一年以内償還予定の社債 - 258,000

 ５ 未払法人税等 17,111 9,950

 ６ 賞与引当金 47,500 34,977

 ７ その他 224,025 216,297

   流動負債合計 3,125,181 40.3 3,435,172 35.2

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 300,000 1,242,000

 ２ 長期借入金 ※２ 940,515 914,170

 ３ 繰延税金負債 160,492 442,233

 ４ 退職給付引当金 222,764 202,000

   固定負債合計 1,623,771 21.0 2,800,403 28.7

   負債合計 4,748,952 61.3 6,235,576 63.9

(資本の部)

Ⅰ 資本金 2,892,023 37.3 2,892,023 29.6

Ⅱ 資本剰余金 199,024 2.6 199,024 2.0

Ⅲ 利益剰余金 △ 312,863 △ 4.0 △ 208,900 △ 2.1

Ⅳ その他有価証券評価差額金 233,837 3.0 644,335 6.6

Ⅴ 為替換算調整勘定 △ 4,431 △ 0.1 5,190 0.1

Ⅵ 自己株式 ※３ △ 3,767 △ 0.1 △ 6,351 △ 0.1

   資本合計 3,003,823 38.7 3,525,323 36.1

   負債及び資本合計 7,752,776 100.0 9,760,900 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 7,999,511 100.0 7,577,063 100.0

Ⅱ 売上原価 7,160,470 89.5 6,965,548 91.9

   売上総利益 839,041 10.5 611,515 8.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 荷造運賃 29,878 31,249

 ２ 広告宣伝費 28,931 27,696

 ３ 貸倒引当金繰入額 15,536 11,914

 ４ 役員報酬 31,834 30,887

 ５ 給料手当 185,881 177,921

 ６ 法定福利費 30,555 31,446

 ７ 賞与引当金繰入額 10,260 7,792

 ８ 退職給付費用 5,816 5,997

 ９ 減価償却費 7,362 3,792

 10 研究開発費 ※１ 5,772 4,617

 11 その他 175,899 527,729 6.6 159,211 492,526 6.5

   営業利益 311,312 3.9 118,988 1.6

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 5,341 4,532

 ２ 受取配当金 9,229 11,161

 ３ 為替差益 - 19,909

 ４ 土地建物等賃貸料 20,018 20,726

 ５ その他 7,640 42,230 0.5 9,393 65,723 0.9

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 108,428 77,052

 ２ 棚卸資産評価損 40,972 12,152

 ３ 持分法による投資損失 21,580 14,578

 ４ 社債発行費 - 25,332

 ５ その他 48,661 219,644 2.7 20,286 149,401 2.0

   経常利益 133,898 1.7 35,309 0.5



 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 - 99,114

 ２ 固定資産売却益 ※２ 41,710 491

 ３ 貸倒引当金戻入額 - 41,710 0.5 365 99,971 1.3

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※３ - 1,388

 ２ 固定資産除却損 ※４ 1,140 1,724

 ３ 出資金評価損 - 39

 ４ 会員利用権評価損 - 950

 ５ 貸倒損失 859 -

 ６ 貸倒引当金繰入額 28,825 30,825 0.4 - 4,102 0.1

   税金等調整前 
   当期純利益

144,783 1.8 131,178 1.7

   法人税、住民税 
   及び事業税

4,730 4,730

   法人税等調整額 △ 22,485 △ 17,755 △ 0.2 22,485 27,215 0.3

   当期純利益 162,538 2.0 103,963 1.4



③ 【連結剰余金計算書】 
  

 
  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 199,024 199,024

Ⅱ 資本剰余金増加高 - -

Ⅲ 資本剰余金減少高 - -

Ⅳ 資本剰余金期末残高 199,024 199,024

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 △ 471,759 △ 312,863

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 当期純利益 162,538 162,538 103,963 103,963

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 連結子会社等の増加に伴 
   う利益剰余金減少高

3,643 3,643 - -

Ⅳ 利益剰余金期末残高 △ 312,863 △ 208,900



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前当期純利益 144,783 131,178

 ２ 減価償却費 128,126 119,818

 ３ 貸倒引当金の増減額 33,711 8,381

 ４ 賞与引当金の増減額 4,000 △ 12,522

 ５ 退職給付引当金の増減額 1,939 △ 20,764

 ６ 受取利息及び受取配当金 △ 14,571 △ 15,693

 ７ 支払利息 89,362 77,052

 ８ 為替差損益 5,109 △ 7,854

 ９ 持分法による投資損失 21,580 14,578

 10 固定資産売却益 △ 41,710 △ 491

 11 固定資産除売却損 1,140 3,112

 12 投資有価証券売却益 - △ 99,114

 13 出資金評価損 - 39

 14 会員利用権評価損 - 950

 15 売上債権の増減額 △ 259,031 △ 948,793

 16 たな卸資産の増減額 △ 222,887 △ 111,444

 17 仕入債務の増減額 64,889 △ 104,967

 18 未払消費税等の増減額 △ 35,855 -

 19 その他 52,822 △ 41,362

    小計 △ 26,590 △ 1,007,897

 20 利息及び配当金の受取額 16,661 15,145

 21 利息の支払額 △ 87,756 △ 71,395

 22 法人税等の支払額 △ 4,730 △ 4,730

   営業活動によるキャッシュ・フロー △ 102,414 △ 1,068,877

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 定期預金の預入による支出 △ 743,158 △ 824,648

 ２ 定期預金の払戻による収入 586,101 766,643

 ３ 投資有価証券の売却による収入 - 160,700

 ４ 投資有価証券の取得による支出 - △ 15,285

 ５ 固定資産の売却による収入 144,403 1,374

 ６ 固定資産の取得による支出 △ 30,777 △ 53,334

 ７ 関係会社株式の取得による支出 - △ 11,294

 ８ 貸付による支出 △ 82,898 △ 15,000

 ９ 貸付金の回収による収入 165,370 30,000

 10 その他 △ 31,032 △ 23,779

   投資活動によるキャッシュ・フロー 8,007 15,377

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の純増減額 △ 276,000 70,912

 ２ 長期借入による収入 1,040,000 1,050,000

 ３ 長期借入金の返済による支出 △ 546,582 △ 1,012,120

 ４ 社債の発行による収入 300,000 1,200,000

 ５ 社債の償還による支出 △ 250,000 -

 ６ 自己株式の取得による支出 △ 2,292 △ 2,583

   財務活動によるキャッシュ・フロー 265,124 1,306,208

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 4,362 12,543

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 166,355 265,250

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 197,615 363,970

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 363,970 629,221



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事

項

(1) 連結子会社の数   １社

  連結子会社の名称

   佛山市メルクス皮革有限公司

   佛山市メルクス皮革有限公司

は、重要性が増したため、当連結

会計年度より連結の範囲に含めて

いる。

(1) 連結子会社の数   １社 

  連結子会社の名称

   佛山市メルクス皮革有限公司

(2) 非連結子会社の名称

   株式会社メルセン

  連結の範囲から除いた理由

   非連結子会社の合計の総資産、

売上高、当期純損益及び利益剰余

金等は、いずれも連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないため

である。

(2) 非連結子会社の名称

   株式会社メルセン

  連結の範囲から除いた理由

   同左

 

２ 持分法の適用に関する

事項

(1) 持分法を適用した関連会社数

  １社

  関連会社の名称

   上海メルクス・アリ皮革有限公

司

   上海メルクス・アリ皮革有限公

司は、重要性が増したため、当連

結会計年度より持分法の適用範囲

に含めている。

(1) 持分法を適用した関連会社数

  ２社

  関連会社の名称

   上海メルクス・アリ皮革有限公

司

   海宁市カセン・メルクス皮革有

限公司

  平成17年８月に設立した海宁市
カセン・メルクス皮革有限公司
は、当連結会計年度より持分法の
適用範囲に含めている。

(2) 持分法を適用しない非連結子会社

の名称

   株式会社メルセン

  持分法を適用しない理由

   持分法非適用会社は、当期純損

益及び利益剰余金等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体としても

重要性がないためである。

(2) 持分法を適用しない非連結子会社

の名称

   株式会社メルセン

  持分法を適用しない理由

   同左

(3) 持分法適用の手続について特に記

載する必要があると認められる事

項

   持分法適用会社のうち、決算日

が異なる会社については、当該会

社の事業年度に係る財務諸表を使

用している。

(3) 持分法適用の手続について特に記

載する必要があると認められる事

項

   同左

３ 連結子会社の事業年度

等に関する事項

連結子会社佛山市メルクス皮革有限公

司の決算日は12月31日である。 

 連結財務諸表の作成にあたっては、

同日現在の財務諸表を使用し、連結決

算日との間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行ってい

る。

   同左



  

 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

４ 会計処理基準に関する

事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

 ① 有価証券

   その他有価証券

    時価のあるもの

     決算末日の市場価格に基づ

く時価法

     (評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定)

    時価のないもの

     移動平均法による原価法

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

 ① 有価証券

   その他有価証券

    時価のあるもの

     同左

    時価のないもの

     同左

 ② デリバティブ取引により生ずる

債権及び債務

    時価法

 ② デリバティブ取引により生ずる

債権及び債務

    同左

 ③ たな卸資産

    製品・商品………… 移動平

    均法による原価法

    原料及び副原料…… 同上

    仕掛品……………… 同上

    貯蔵品……………… 同上

 ③ たな卸資産

    同左

    

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

   有形固定資産

   当社は定率法、在外連結子会社

は定額法によっている。

   ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物(建物附属設備

を除く)については、定額法を

採用している。

   なお、主な耐用年数は以下のと

おりである。

     建物    14年～50年

     機械装置  ９年～10年

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

   有形固定資産

    同左

   無形固定資産

   定額法によっている。

   なお、主な耐用年数は以下のと

おりである。

     営業権   10年

   無形固定資産

    同左

(3) 重要な繰延資産の処理方法

  社債発行費

   支払時全額費用処理

なお、社債発行費は連結損益計

算書上、営業外費用の「その他」

に含めて表示している。

(3) 重要な繰延資産の処理方法

  社債発行費

   支払時全額費用処理

なお、社債発行費は連結損益計

算書上、営業外費用に「社債発行

費」として表示している。

  



  

 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(4) 重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

   債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し回収不能見

込額を計上している。

(4) 重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

    同左

   

 ② 賞与引当金

   従業員の賞与の支給に充てるた

め、支給見込額に基づき計上し

ている。

 ② 賞与引当金

    同左

   

 ③ 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産に基

づき、当連結会計年度末におい

て発生していると認められる額

を簡便法により計上している。

 ③ 退職給付引当金

    同左

   

(5) 重要なリース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっている。

(5) 重要なリース取引の処理方法

    同左

  

(6) 重要なヘッジ会計の方法

  原則として繰延ヘッジ処理によっ

ている。

  ただし、振当処理の要件を満たす

為替予約については振当処理に、特

例処理の要件を満たす金利スワップ

については特例処理によっている。

 ① ヘッジ手段とヘッジ対象

   (ヘッジ手段) (ヘッジ対象)

   為替予約   外貨建金銭債務

   金利スワップ 借入金の利息

(6) 重要なヘッジ会計の方法

    同左

  

 ① ヘッジ手段とヘッジ対象

    同左

   

 ② ヘッジ会計

   外貨建取引の為替相場の変動リ

スクを回避する目的で為替予約

取引を行い、また、借入金の金

利変動リスクを回避する目的で

金利スワップ取引を行ってお

り、ヘッジ対象の識別は個別契

約毎に行っている。

 ② ヘッジ会計   

    同左



  

 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 ③ ヘッジの有効性評価の方法

   ヘッジ開始時から有効性判定時

点までの期間において、ヘッジ

対象とヘッジ手段の相場変動の

累計を比較し、両者の変動額等

を基礎にして判断している。

 ③ ヘッジの有効性評価の方法

    同左

   

(7) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

 ① 消費税等の会計処理

   消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜き方式によっている。

(7) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

 ① 消費税等の会計処理

    同左

   

５ 連結子会社の資産及び

負債の評価に関する事

項

 連結子会社の資産及び負債の評価方

法は、全面時価評価法によっている。

    同左

６ 利益処分項目等の取扱

いに関する事項

 利益処分又は損失処理の取扱い方法

については、連結会計年度中に確定し

た利益処分又は損失処理に基づいてい

る。

    同左

７ 連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金

の範囲

 手許現金、要求払預金及び取得日か

ら３ヶ月以内に満期日の到来する流動

性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資である。

    同左



会計処理の変更 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

―――――――

 固定資産の減損に係る会計基準 

 当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14年8月9日))及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準

委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第6号)

を適用している。 

 これによる損益に与える影響はない。



表示方法の変更 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

―――――――

（連結損益計算書）

 前連結会計年度まで営業外費用の「その他」に含めて

表示していた「社債発行費」は、営業外費用の総額の

100分の10を超えたため区分掲記した。 

 なお、前連結会計年度における「社債発行費」の金額

は7,050千円である。



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりである。

投資有価証券（株式） 25,115千円

※２ 担保資産及び担保付債務

   ①担保差入資産（帳簿価額）

内訳 金額(千円)

本社関係

土地 543,555
建物 22,799

構築物 1,074
機械装置 218

合計 567,648

飯田工場関係 

(工場財団)

土地 295,194
建物 925,929

構築物 108,075
機械装置 308,664

合計 1,637,864

投資有価証券 株式 1,127,001
現金及び預金 定期預金 180,534

 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりである。

投資有価証券（株式） 30,985千円

※２ 担保資産及び担保付債務

   ①担保差入資産（帳簿価額）

内訳 金額(千円)

本社関係

土地 543,527
建物 21,436

構築物 970
機械装置 742

合計 566,677

飯田工場関係 

(工場財団)

土地 295,194
建物 863,089

構築物 99,681
機械装置 282,793

合計 1,540,759

投資有価証券 株式 1,744,172
現金及び預金 定期預金 30,193

   ②対応する債務

内訳 金額(千円)

短期借入金 1,579,648

一年以内返済予定長
期借入金

578,220

長期借入金 826,015

   ②対応する債務

内訳 金額(千円)

短期借入金 1,510,000

一年以内返済予定長
期借入金

490,195

長期借入金 615,820

 

 

※３ 自己株式の保有数

   連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は、次のとおりである。

普通株式 57,795株

なお、当社の発行済株式総数は、普通株式

19,785,903株である。

※ 受取手形割引高 1,106,731千円
 

 

 

※３ 自己株式の保有数

   連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は、次のとおりである。

普通株式 74,102株

なお、当社の発行済株式総数は、普通株式

19,785,903株である。

－



(連結損益計算書関係) 

  

 
  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費

5,673千円
  

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費

4,617千円

 

※２ 固定資産売却益の内容は、次のとおりである。

建物及び構築物 5,081千円

機械装置及び運搬具 153 〃

土地 3,685 〃  

借地権 32,321 〃  

その他 
（工具器具及び備品）

468 〃  

計 41,710千円
 

 

※２ 固定資産売却益の内容は、次のとおりである。

機械装置及び運搬具 491千円

計 491千円

※３ 固定資産売却損の内容は、次のとおりである。

―――――――

 

※３ 固定資産売却損の内容は、次のとおりである。

機械装置及び運搬具 1,315千円

その他
（工具器具及び備品）

72 〃 

計 1,388千円

 

※４ 固定資産除却損の内容は、次のとおりである。

建物及び構築物 54千円

機械装置及び運搬具 714 〃  

その他 
（工具器具及び備品）

371 〃  

計 1,140千円
  

※４ 固定資産除却損の内容は、次のとおりである。

建物及び構築物 74千円

機械装置及び運搬具 1,578 〃  

その他
（工具器具及び備品）

71 〃  

計 1,724千円

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金 826,223千円

預入期間３ヶ月超の 
定期預金等

△462,252 〃  

現金及び現金同等物 363,970千円
  

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,161,344千円

預入期間３ヶ月超の
定期預金等

△532,122 〃  

現金及び現金同等物 629,221千円



(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額及び

期末残高相当額

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額及び

期末残高相当額

 

機械装置 
及び運搬具 
(千円)

工具器 
具備品 
(千円)

ソフト 
ウェア 
(千円)

合計 
(千円)

取得価額 
相当額

266,148 16,244 11,964 294,356

減価償却 
累計額 
相当額

91,702 11,565 11,166 114,433

期末残高 
相当額

174,445 4,679 797 179,922

  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定している。

 

機械装置
及び運搬具
(千円)

工具器
具備品 
(千円)

合計 
(千円)

取得価額
相当額

275,388 16,479 291,867

減価償却
累計額 
相当額

113,275 12,161 125,436

期末残高
相当額

162,113 4,317 166,430

  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定している。

 

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 25,020千円

１年超 154,902 〃  

合計 179,922千円

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定してい

る。

 

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 24,977千円

１年超 141,452 〃  

合計 166,430千円

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定してい

る。

 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 27,386千円

減価償却費相当額 27,386 〃  
  

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 26,403千円

減価償却費相当額 26,403 〃  

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。

④ 減価償却費相当額の算定方法

    同左

  



(有価証券関係) 

前連結会計年度（自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない有価証券 

  

 
  

区分
取得原価
(千円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(千円)

差額 
(千円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

①株式 807,066 1,201,395 394,329

②債券

  国債・地方債等 - - -

  社債 - - -

  その他 - - -

③その他 - - -

小計 807,066 1,201,395 394,329

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

①株式 - - -

②債券

  国債・地方債等 - - -

  社債 - - -

  その他 - - -

③その他 - - -

小計 - - -

合計 807,066 1,201,395 394,329

区分 連結貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券 

  非上場株式
3,956



当連結会計年度（自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

３ 時価評価されていない有価証券 

  

 
  

区分
取得原価
(千円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(千円)

差額 
(千円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

①株式 745,480 1,832,231 1,086,751

②債券

  国債・地方債等 - - -

  社債 - - -

  その他 - - -

③その他 - - -

小計 745,480 1,832,231 1,086,751

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

①株式 15,285 15,104 △ 181

②債券

  国債・地方債等 - - -

  社債 - - -

  その他 - - -

③その他 - - -

小計 15,285 15,104 △ 181

合計 760,765 1,847,335 1,086,569

区分 売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円)

株 式 160,700 99,114 -

合計 160,700 99,114 -

区分 連結貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券 

  非上場株式
3,956



(デリバティブ取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 取引の状況に関する事項

 (1) 取引の内容及び利用目的等

    通常の営業過程における輸入取引の為替相場の

変動によるリスクを回避するため、為替予約取引

を行っている。 

 また、借入金の金利変動によるリスクを回避す

るため金利スワップ取引を行っている。

１ 取引の状況に関する事項

 (1) 取引の内容及び利用目的等

   同左

 ① ヘッジ手段とヘッジ対象

   (ヘッジ手段)   (ヘッジ対象)

   為替予約     外貨建金銭債務

   金利スワップ   借入金の利息

 ② ヘッジ方針

   外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目

的で為替予約取引を行い、また、借入金の金利変

動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行

っており、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行っ

ている。

 ③ ヘッジの有効性評価の方法

   ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間にお

いて、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計

を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断して

いる。

 (2) 取引に対する取組方針

    当社のデリバティブ取引は、将来の為替・金利

の変動によるリスク回避を目的としており、投機

的な取引は行わない方針である。

 (2) 取引に対する取組方針

   同左

 (3) 取引に係るリスクの内容

    為替予約取引には、為替相場の変動によるリス

ク、金利スワップ取引においては、市場金利の変

動によるリスクをそれぞれ有している。 

 なお、デリバティブ取引の契約先は、いずれも

信用度の高い国内の銀行であるため、相手先の契

約不履行によるいわゆる信用リスクは、ほとんど

ないと判断している。

 (3) 取引に係るリスクの内容

   同左

   

 (4) 取引に係るリスク管理体制

    デリバティブ取引の執行・管理については、社

内規定に則り、各部門の依頼により管理本部経理

担当が執行・管理を行っている。

 (4) 取引に係るリスク管理体制

   同左

   

２ 取引の時価等に関する事項

   該当事項はない。 

 なお、為替予約取引及び金利スワップ取引を行っ

ているが、いずれもヘッジ会計を適用しているので

注記の対象から除いている。

２ 取引の時価等に関する事項

   同左



(退職給付関係) 

  

 
  

(税効果会計関係) 

  

 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

   退職金制度の約60％相当額について適格退職年金

制度を採用し、残額については退職一時金を充当し

ている。

１ 採用している退職給付制度の概要

   退職金制度の約60％相当額について適格退職年金

制度を採用し、残額については退職一時金を充当し

ている。

２ 退職給付債務に関する事項

退職給付債務 459,013千円

年金資産(時価) 236,248千円

退職給付引当金の額 222,764千円

２ 退職給付債務に関する事項

退職給付債務 490,661千円

年金資産(時価) 288,661千円

退職給付引当金の額 202,000千円

３ 退職給付費用に関する事項

勤務費用 26,045千円

退職給付費用 26,045千円

３ 退職給付費用に関する事項

勤務費用 32,551千円

退職給付費用 32,551千円

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

 流動資産

  棚卸資産評価損 27,199千円

  賞与引当金 19,332 〃  

  退職給付引当金 89,839 〃  

  貸倒引当金 51,960 〃  

  税務上の繰越欠損金 468,571 〃  

  その他 8,040 〃  

  繰延税金資産小計 664,943千円

 評価性引当額 △642,458 〃  

  繰延税金資産合計 22,485千円

(繰延税金負債)

 固定負債

  投資有価証券評価差額金 160,492千円

  繰延税金負債合計 160,492千円
 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

流動資産

 棚卸資産評価損 20,634千円

 賞与引当金 14,017 〃  

 退職給付引当金 82,214 〃  

 貸倒引当金 37,975 〃  

 税務上の繰越欠損金 210,374 〃  

 その他 7,266 〃  

 繰延税金資産小計 372,482千円

評価性引当額 △ 372,482 〃  

 繰延税金資産合計 -千円

(繰延税金負債)

固定負債

 投資有価証券評価差額金 442,233千円

 繰延税金負債合計 442,233千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

  当連結会計年度における法人税等の負担は、税務上

の繰越欠損金の控除によって、住民税均等割額のみと

なっているため注記を省略している。

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

   同左

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日) 

当社及び連結子会社の事業は、皮革関係並びにこれらの付帯業務の単一事業である。従って、開示

対象となるセグメントはないので、記載を省略している。 

  

当連結会計年度(自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日) 

当社及び連結子会社の事業は、皮革関係並びにこれらの付帯業務の単一事業である。従って、開示

対象となるセグメントはないので、記載を省略している。 

  

  

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「日本」の割合がい

ずれも90％を超えているため、記載を省略している。 

  

当連結会計年度(自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「日本」の割合がい

ずれも90％を超えているため、記載を省略している。 

  

  

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略している。 

  

当連結会計年度(自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略している。 

  



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年4月１日 至 平成17年3月31日) 

１ 子会社等 

  

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注) １ 土地建物等の賃貸については、近隣の取引実勢に基づいて、交渉の上賃貸料金額を決定している。 

２ 取引金額には消費税等は含まれていない。 

  

当連結会計年度(自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日) 

１ 子会社等 

  

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注) １ 土地建物等の賃貸については、近隣の取引実勢に基づいて、交渉の上賃貸料金額を決定している。 

２ 取引金額には消費税等は含まれていない。 

  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社
㈱ 
メルセン

長野県 
飯田市

10,000
皮革の裁断
加工並びに 
仕入販売

(所有)
直接  100

( -)

役員兼任
４名

当社製品
の裁断加
工委託 
土地建物
等の賃貸

土地建物等
の賃貸

10,200 - -

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社
㈱ 
メルセン

長野県 
飯田市

10,000
皮革の裁断
加工並びに 
仕入販売

(所有)
直接  100

( -)

役員兼任
４名

当社製品
の裁断加
工委託 
土地建物
等の賃貸

土地建物等
の賃貸

10,200 - -



(１株当たり情報) 

  

 
  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はない。 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 152円26銭 １株当たり純資産額 178円84銭

１株当たり当期純利益 8円23銭 １株当たり当期純利益 5円27銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益
金額については潜在株式が存在しないため記
載していない。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益
金額については潜在株式が存在しないため記
載していない。

１株当たり当期純利益の算定上の基礎 １株当たり当期純利益の算定上の基礎

連結損益計算書上の当期純利益 162,538千円 連結損益計算書上の当期純利益 103,963千円

普通株式に係る当期純利益 162,538千円 普通株式に係る当期純利益 103,963千円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 
  該当事項はない。

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 
  該当事項はない。

普通株式の期中平均株式数 19,738,035株 普通株式の期中平均株式数 19,721,056株



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

 
(注) １ 「当期末残高」欄の(内書)は、１年内償還予定の金額である。 

２ 連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額は次のとおりである。 

  

 
  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載している。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額は以

下のとおりである。 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はない。 

  

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

利率(％) 担保 償還期限

 メルクス㈱
第９回無担保 
社債

平成16年 
７月30日

300,000
300,000
( -)

 年0.81 -
平成19年
７月31日

  〃
第10回無担保 
社債

平成17年 
11月29日

-
200,000
(40,000)

 年0.96 -
平成22年
10月29日

  〃
第11回期限前 
償還条項付 
無担保社債

平成17年 
12月26日

-
600,000
(90,000)

 年0.375 -
平成24年
12月26日

  〃
第12回無担保 
社債

平成18年 
２月27日

-
400,000
(128,000)

 年0.77 -
平成21年
２月27日

合計 - - 300,000
1,500,000
(258,000)

- - -

１年以内 
(千円)

１年超２年以内 
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内 
(千円)

258,000 558,000 274,000 130,000 130,000

区分
前期末残高 
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 1,579,648 1,673,520 1.5 -

１年以内に返済予定の長期借入金 646,620 710,845 2.1 -

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

940,515 914,170 2.0
平成19年6月30日 
～平成22年10月31日

合計 3,166,783 3,298,535 - -

区分
１年超２年以内 
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内 
(千円)

長期借入金 566,059 218,281 84,830 45,000



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ※１ 761,906 851,445

 ２ 受取手形 533,474 877,109

 ３ 売掛金 734,991 1,353,972

 ４ 商品 2,019 1,906

 ５ 製品 584,879 564,868

 ６ 原料及び副原料 313,692 332,827

 ７ 仕掛品 599,213 722,774

 ８ 貯蔵品 12,985 16,776

 ９ 前渡金 30,495 56,767

 10 前払費用 30,660 33,949

 11 関係会社短期貸付金 89,500 74,500

 12 未収入金 6,186 11,452

 13 繰延税金資産 22,485 -

 14 その他 39,566 79,228

   貸倒引当金 △ 16,453 △ 25,115

   流動資産合計 3,745,605 49.5 4,952,462 51.7

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産

  １ 建物
※１ 
 ２

2,745,136 2,745,136

    減価償却累計額 1,795,568 949,568 1,859,841 885,294

  ２ 構築物 ※１ 398,099 397,251

    減価償却累計額 288,950 109,149 296,599 100,652

  ３ 機械及び装置
※１ 
 ２

3,958,770 3,943,428

    減価償却累計額 3,649,887 308,883 3,659,891 283,536

  ４ 車両運搬具 78,695 71,478

    減価償却累計額 70,096 8,599 63,217 8,261

  ５ 工具・器具・備品 198,760 200,091

    減価償却累計額 170,637 28,123 174,499 25,592

  ６ 土地 ※１ 978,328 978,301

  ７ 建設仮勘定 265 290

   有形固定資産合計 2,382,917 31.5 2,281,929 23.8



 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

 (2) 無形固定資産

  １ 借地権 15,449 15,449

  ２ 電話加入権 752 752

   無形固定資産合計 16,201 0.2 16,201 0.2

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 ※１ 1,205,351 1,851,291

  ２ 関係会社株式 143,180 404,214

  ３ 出資金 2,940 2,900

  ４ 長期未収入金 60,431 60,407

  ５ 破産債権、再生債権、 
    更生債権その他これら 
    に準ずる債権

29,900 29,900

  ６ 団体生命保険料 22,577 20,893

  ７ 会員利用権 23,990 23,040

  ８ その他 29,097 29,715

   貸倒引当金 △ 93,526 △ 93,161

   投資その他の資産合計 1,423,942 18.8 2,329,201 24.3

   固定資産合計 3,823,061 50.5 4,627,332 48.3

   資産合計 7,568,666 100.0 9,579,794 100.0

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 388,904 348,834

 ２ 買掛金 174,748 151,590

 ３ 短期借入金 ※１ 1,435,000 1,510,000

 ４ 一年以内に返済予定の 
   長期借入金

※１ 646,620 710,845

 ５ 一年以内償還予定の 
   社債

- 258,000

 ６ 未払金 100,511 103,582

 ７ 未払費用 29,601 31,317

 ８ 未払法人税等 17,111 9,950

 ９ 預り金 3,630 4,318

 10 賞与引当金 47,500 34,440

 11 設備関係支払手形 31,453 1,000

 12 その他 22,514 73,584

   流動負債合計 2,897,596 38.3 3,237,463 33.8



 
  

  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 300,000 1,242,000

 ２ 長期借入金 ※１ 940,515 914,170

 ３ 繰延税金負債 160,492 442,233

 ４ 退職給付引当金 222,764 202,000

   固定負債合計 1,623,771 21.4 2,800,403 29.2

   負債合計 4,521,367 59.7 6,037,867 63.0

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※３ 2,892,023 38.2 2,892,023 30.2

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 199,024 199,024

   資本剰余金合計 199,024 2.6 199,024 2.1

Ⅲ 利益剰余金

 １ 当期未処理損失 273,819 187,105

   利益剰余金合計 △ 273,819 △ 3.6 △ 187,105 △ 1.9

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※５ 233,837 3.1 644,335 6.7

Ⅴ 自己株式 ※４ △ 3,767 △ 0.0 △ 6,351 △ 0.1

   資本合計 3,047,299 40.3 3,541,927 37.0

   負債・資本合計 7,568,666 100.0 9,579,794 100.0



② 【損益計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

 １ 製品売上高 ※３ 6,058,703 5,495,277

 ２ 商品売上高 1,624,201 7,682,904 100.0 1,793,812 7,289,089 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 製品期首たな卸高 505,570 584,879

 ２ 商品期首たな卸高 15,105 2,019

 ３ 当期商品仕入高 ※３ 1,513,081 1,674,860

 ４ 当期製品製造原価 ※３ 5,391,461 5,014,948

 ５ 原価差額他 32,820 12,995

 ６ 原材料等売上原価 29,309 29,917

    合計 7,487,348 7,319,620

 ７ 他勘定振替高 ※１ 35,827 25,016

 ８ 製品期末たな卸高 584,879 564,868

 ９ 商品期末たな卸高 2,019 6,864,622 89.3 1,906 6,727,829 92.3

   売上総利益 818,282 10.7 561,259 7.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 荷造運賃 29,579 29,585

 ２ 広告宣伝費 28,931 27,696

 ３ 貸倒引当金繰入額 16,418 11,829

 ４ 貸倒損失 2,738 -

 ５ 役員報酬 31,834 30,887

 ６ 給料 122,954 120,246

 ７ 雑給 4,385 84

 ８ 賞与手当 57,182 53,921

 ９ 賞与引当金繰入額 10,260 7,628

 10 退職給付引当金 
   繰入額

5,816 5,997

 11 法定福利費 30,469 30,995

 12 福利厚生費 4,272 3,564

 13 保険料 5,321 6,072

 14 通信費 12,557 11,705

 15 支払修繕料 6,570 2,587

 16 照明及び暖房費 2,201 2,155

 17 租税課金 14,744 11,830

 18 事業税 12,381 10,197

 19 事業所税 617 648

 20 旅費及び交通費 20,629 18,811

 21 事務用消耗品費 4,137 4,718

 22 交際接待費 2,975 2,707

 23 海外出張費 28,629 27,143

 24 減価償却費 6,856 2,837

 25 支払手数料 8,701 9,439



 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

 26 研究開発費 ※４ 5,673 4,617

 27 雑費 43,907 520,751 6.8 38,966 476,879 6.6

   営業利益 297,531 3.9 84,380 1.1

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 ※３ 5,930 4,784

 ２ 受取配当金 9,229 11,161

 ３ 土地建物等賃貸料 ※３ 20,018 20,726

 ４ 為替差益 - 11,907

 ５ クレーム補償金 2,132 2,362

 ６ 雑収入 5,508 42,820 0.5 7,016 57,958 0.8

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 81,763 63,922

 ２ 手形売却損 19,066 4,691

 ３ 社債利息 4,027 3,947

 ４ たな卸資産評価損 23,804 12,152

 ５ 売上割引 16,649 12,875

 ６ 社債発行費 - 25,332

 ７ 雑損失 25,741 171,051 2.2 2,657 125,579 1.7

   経常利益 169,299 2.2 16,759 0.2

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 - 99,114

 ２ 固定資産売却益 ※５ 41,710 491

 ３ 貸倒引当金戻入額 - 41,710 0.5 365 99,971 1.4

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※６ - 87

 ２ 固定資産除却損 ※２ 1,140 1,724

 ３ 出資金評価損 - 39

 ４ 会員利用権評価損 - 950

 ５ 貸倒損失 859 -

 ６ 貸倒引当金繰入額 28,825 30,825 0.4 - 2,801 0.0

   税引前当期純利益 180,184 2.3 113,929 1.6

   法人税、住民税 
   及び事業税

4,730 4,730

   法人税等調整額 △ 22,485 △ 17,755 △ 0.2 22,485 27,215 0.4

   当期純利益 197,939 2.5 86,714 1.2

   前期繰越損失 471,759 273,819

   当期未処理損失 273,819 187,105



製造原価明細書 

  

 
(注) ※１ 主なものは次のとおりである。       ※１ 主なものは次のとおりである。 

    賞与引当金繰入額   37,240 千円        賞与引当金繰入額    26,811 千円 

    退職給付引当金繰入額 24,163 千円        退職給付引当金繰入額 26,554 千円 

    減価償却費     120,486 千円        減価償却費     114,982 千円 

    外注加工費     352,808 千円        外注加工費     329,755 千円 

※２ 主なものは研究開発費他への振替である。  ※２ 主なものは研究開発費他への振替である。 

  

当社の採用している原価計算 

  当社は原皮を主原料とする加工費、工程別、組別総合原価計算である。 

  原皮費、加工費共移動平均法により計算する。 

  

  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

Ⅰ 材料費 3,694,729 67.8 3,447,330 66.5

Ⅱ 労務費 ※１ 915,051 16.8 898,352 17.3

Ⅲ 経費 ※１ 839,579 15.4 839,456 16.2

当期総製造費用 5,449,360 100.0 5,185,139 100.0

期首仕掛品たな卸高 589,730 599,213

合計 6,039,090 5,784,353

他勘定振替高 ※２ 48,415 46,630

期末仕掛品たな卸高 599,213 722,774

当期製品製造原価 5,391,461 5,014,948



③ 【損失処理計算書】 

  

 
(注) 日付は株主総会承認年月日である。 

前事業年度
(平成17年６月29日)

当事業年度 
(平成18年６月29日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 当期未処理損失 273,819 187,105

Ⅱ 損失処理額 - -

Ⅲ 次期繰越損失 273,819 187,105



重要な会計方針 

  

 

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式…… 
 

移動平均法によ
る原価法

   その他有価証券

   時価のあるもの……決算末日の市場価格に基づく

時価法(評価差額は全部資本

直入法により処理し売却原価

は移動平均法により算定)

   時価のないもの……移動平均法による原価法

 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式
同左

   その他有価証券

   同左

２ デリバティブ取引により生ずる債権及び債務 

   時価法

２ デリバティブ取引により生ずる債権及び債務

   同左

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   製品・商品…………移動平均法による原価法 

   原料及び副原料……同上 

   仕掛品………………同上 

   貯蔵品………………同上

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   同左

４ 固定資産の減価償却の方法

   有形固定資産

   定率法によっている。

   ただし、平成10年4月１日以降取得した建物(建物

附属設備を除く)については定額法によってい

る。

   なお、主な耐用年数は以下のとおりである。

    建物     14年～50年

    機械装置    9年

４ 固定資産の減価償却の方法

   有形固定資産

   同左

   

５ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し回

収不能見込額を計上している。

５ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

   同左

   

 (2) 賞与引当金

   従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に

基づき計上している。

 (2) 賞与引当金

   同左

 (3) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるため、当期末における

退職給付債務及び年金資産に基づき、当期末にお

いて発生していると認められる額を簡便法により

計上している。

 (3) 退職給付引当金

   同左

６ リース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っている。

６ リース取引の処理方法 

   同左

７ 繰延資産の処理方法

   社債発行費

   支払時全額費用処理

   なお、社債発行費は損益計算書上、営業外費用の

「雑損失」に含めて表示している。

７ 繰延資産の処理方法

   社債発行費

   支払時全額費用処理

   なお、社債発行費は損益計算書上、営業外費用に

「社債発行費」として表示している。



 
  

  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

８ ヘッジ会計の方法

  原則として繰延ヘッジ処理によっている。

  ただし、振当処理の要件を満たす為替予約について

は振当処理に、特例処理の要件を満たす金利スワッ

プについては特例処理によっている。

８ ヘッジ会計の方法

   同左

 ① ヘッジ手段とヘッジ対象

   (ヘッジ手段)   (ヘッジ対象)

   為替予約     外貨建金銭債務

   金利スワップ   借入金の利息

 ② ヘッジ方針

   外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目

的で為替予約取引を行い、また、借入金の金利変

動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行

っており、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行っ

ている。

 ③ ヘッジの有効性評価の方法

   ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間にお

いて、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計

を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断して

いる。

９ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理について

  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっ

ている。

９ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理について

   同左



会計処理の変更 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

―――――――

 固定資産の減損に係る会計基準 

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年8月9日))及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準委員

会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第6号)を適

用している。 

 これによる損益に与える影響はない。



表示方法の変更 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

―――――――

（損益計算書） 

 前事業年度まで営業外費用の「雑損失」に含めて表示

していた「社債発行費」は、営業外費用の総額の100分

の10を超えたため区分掲記した。 

 なお、前事業年度における「社債発行費」の金額は

7,050千円である。



追加情報 

  

 
  

  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律

第9号)が平成15年3月31日に公布され、平成16年4月１日

以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入さ

れたことに伴い、当事業年度から「法人事業税における

外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」(平成16年2月13日 企業会計基準委員会

実務対応報告第12号)に従い法人事業税の付加価値割及

び資本割については、販売費及び一般管理費に計上して

いる。 

 この結果、販売費及び一般管理費が12,381千円増加

し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、

12,381千円減少している。

―――――――



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 担保物件等の明細は次のとおりである。

  a 担保差入資産の簿価

内訳 金額(千円)

本社関係

土地 543,555

建物 22,799

構築物 1,074

機械装置 218

合計 567,648

飯田工場関係 

(工場財団)

土地 295,194

建物 925,929

構築物 108,075

機械装置 308,664

合計 1,637,864

投資有価証券
りそなホールディング
ス株式他６銘柄

1,127,001

現金及び預金 りそな銀行他定期預金 180,534

※１ 担保物件等の明細は次のとおりである。

  a 担保差入資産の簿価

内訳 金額(千円)

本社関係

土地 543,527

建物 21,436

構築物 970

機械装置 742

合計 566,677

飯田工場関係 

(工場財団)

土地 295,194

建物 863,089

構築物 99,681

機械装置 282,793

合計 1,540,759

投資有価証券
りそなホールディング
ス株式他５銘柄

1,744,172

現金及び預金 東京東信用金庫定期預金 30,193

 

  b 対応する債務の金額

内訳 金額(千円)

短期借入金 1,435,000

一年以内に返済予定
の長期借入金

578,220

長期借入金 826,015

子会社の借入金 144,648

合計 2,983,883

   子会社の借入金144,648千円は佛山市メルクス皮

革有限公司の借入金11,480千元である。

 

  b 対応する債務の金額

内訳 金額(千円)

短期借入金 1,510,000

一年以内に返済予定
の長期借入金

490,195

長期借入金 615,820

合計 2,616,015

   

※２ 保険差益により有形固定資産から控除している圧

縮記帳額は、27,795千円であり、その内訳は次の

とおりである。

建物 12,533 千円

機械装置 15,261 千円

※２ 保険差益により有形固定資産から控除している圧

縮記帳額は、27,795千円であり、その内訳は次の

とおりである。

建物 12,533 千円

機械装置 15,261 千円

※３ 授権株式数及び発行済株式総数 

   授権株式数     普通株式  36,000,000 株 

   発行済株式総数   普通株式  19,785,903 株

※３ 授権株式数及び発行済株式総数 

   授権株式数     普通株式  36,000,000 株 

   発行済株式総数   普通株式  19,785,903 株

※４ 自己株式の保有数  普通株式    57,795 株 ※４ 自己株式の保有数  普通株式    74,102 株

※５ 配当制限

   有価証券の時価評価により、純資産額が233,837

千円増加している。なお、当該金額は商法施行規

則第124条第３号の規定により、配当に充当する

ことが制限されている。

※５ 配当制限

   有価証券の時価評価により、純資産額が644,335

千円増加している。なお、当該金額は旧商法施行

規則第124条第３号の規定により、配当に充当す

ることが制限されている。

※ 受取手形割引高         1,106,731 千円 －  

※ 資本の欠損の額          277,586 千円 ※ 資本の欠損の額           193,456 千円



(損益計算書関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 主なものは、たな卸資産評価損及び展示会用見本

品への振替等である。

※１ 主なものは、たな卸資産評価損及び展示会用見本

品への振替等である。

※２ 飯田工場機械装置等の除却損である。 ※２ 飯田工場機械装置等の除却損である。

※３ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ている。

製品売上高 95,212 千円

商品仕入高 69,322 千円

委託加工費 223,019 千円

土地建物賃貸料 10,200 千円

受取利息 4,309 千円

※３ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ている。

製品売上高 25,159 千円

商品仕入高 262,959 千円

委託加工費 210,319 千円

土地建物賃貸料 10,200 千円

受取利息 1,873 千円

※４ 研究開発費の総額

   一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費

5,673 千円

※４ 研究開発費の総額

   一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費

4,617 千円

 

※５ 固定資産売却益の内容は、次のとおりである。

土地 3,685 千円

建物 5,081 千円

機械装置 153 千円

工具器具備品 468 千円

借地権 32,321 千円

計 41,710 千円

 

※５ 固定資産売却益の内容は、次のとおりである。

機械装置 25 千円

車両運搬具 465 千円

計 491 千円

※６ 営業用車両の売却損である。



(リース取引関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 

機械 
装置 
(千円)

車両 
運搬具 
(千円)

工具器具
備品 
(千円)

ソフト 
ウエア 
(千円)

合計
(千円)

取得価額 
相当額

262,860 3,288 16,244 11,964 294,356

減価償却
累計額 
相当額

90,990 712 11,565 11,166 114,433

期末残高 
相当額

171,870 2,575 4,679 797 179,922

  

機械
装置 
(千円)

車両
運搬具 
(千円)

工具器具
備品 
(千円)

合計 
(千円)

取得価額
相当額

262,860 12,528 16,479 291,867

減価償却
累計額 
相当額

111,210 2,065 12,161 125,436

期末残高
相当額

151,650 10,463 4,317 166,430

  なお取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定している。

   同左

 

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 25,020 千円

１年超 154,902 千円

合計 179,922 千円
 

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 24,977 千円

１年超 141,452 千円

合計 166,430 千円

  なお未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定してい

る。

   同左

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 27,386 千円

減価償却費相当額 27,386 千円

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 26,403 千円

減価償却費相当額 26,403 千円

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額

法によっている。

④ 減価償却費相当額の算定方法

   同左



(有価証券関係) 

前事業年度(平成17年３月31日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

当事業年度(平成18年３月31日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  



(税効果会計関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

  (繰延税金資産)

   流動資産

    たな卸資産評価損 27,199千円

    賞与引当金 19,332

    貸倒引当金 51,960

    退職給付引当金 89,839

    税務上の繰越欠損金 468,571

    その他 8,040

    繰延税金資産小計 664,943
   評価性引当額 △ 642,458

    繰延税金資産合計 22,485
  (繰延税金負債)

   固定負債

    その他有価証券評価差額金 160,492

    繰延税金負債合計 160,492

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 (繰延税金資産)

  流動資産

   たな卸資産評価損 20,634千円

   賞与引当金 14,017

   貸倒引当金 37,975

   退職給付引当金 82,214

   税務上の繰越欠損金 210,374

   その他 7,266

   繰延税金資産小計 372,482
  評価性引当額 △ 372,482

   繰延税金資産合計 -
 (繰延税金負債)

  固定負債

   その他有価証券評価差額金 442,233

   繰延税金負債合計 442,233

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

   当事業年度における法人税等の負担は税務上の繰

越欠損金の控除によって、住民税均等割額のみとな

っているため注記を省略した。

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

   同左



(１株当たり情報) 

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はない。 

  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 154円46銭 １株当たり純資産額 179円68銭

１株当たり当期純利益 10円02銭 １株当たり当期純利益 4円39銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては潜在株式がないため記載していない。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては潜在株式が存在しないため記載していない。

１株当たり当期純利益の算定上の基礎 １株当たり当期純利益の算定上の基礎

損益計算書上の当期純利益 197,939千円 損益計算書上の当期純利益 86,714千円

普通株式に係る当期純利益 197,939千円 普通株式に係る当期純利益 86,714千円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

該当事項はない。

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

該当事項はない。

普通株式の期中平均株式数 19,738,035株 普通株式の期中平均株式数 19,721,056株



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 

  

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額 

(千円)

野村ホールディングス株式会社 389,741 1,023,070

株式会社りそなホールディングス 1,421 575,812

株式会社八十二銀行 127,512 120,753

株式会社リーガルコーポレーション 181,500 52,272

投資有価証券
 その他 
 有価証券

株式会社トウペ 164,200 35,467

新立川航空機株式会社 10,250 24,856

株式会社長野銀行 32,000 15,104

ノガワケミカル株式会社 4,000 2,000

共和工業株式会社 12,310 1,231

株式会社新大国ビルディング 50 500

その他(４銘柄) 502,510 225

計 1,425,494 1,851,291



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 無形固定資産については、資産総額の１％以下であるので「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略した。 

  

資産の種類
前期末残高 
(千円)

当期増加額 
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産

 建物 2,745,136 - - 2,745,136 1,859,841 64,273 885,294

 構築物 398,099 - 848 397,251 296,599 8,422 100,652

 機械及び装置 3,958,770 12,710 28,053 3,943,428 3,659,891 36,523 283,536

 車両運搬具 78,695 3,573 10,790 71,478 63,217 3,371 8,261

 工具・器具・備品 198,760 2,769 1,439 200,091 174,499 5,229 25,592

 土地 978,328 - 27 978,301 - - 978,301

 建設仮勘定 265 19,344 19,318 290 - - 290

有形固定資産計 8,358,057 38,398 60,477 8,335,978 6,054,048 117,819 2,281,929

無形固定資産

 借地権 - - - 15,449 - - 15,449

 電話加入権 - - - 752 - - 752

無形固定資産計 - - - 16,201 - - 16,201



【資本金等明細表】 

  

 
(注) 当期末における自己株式数は74,102株である。 

  

【引当金明細表】 

  

 
(注) 貸倒引当金の当期減少額その他欄は、洗替による取崩額である。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金 (千円) 2,892,023 - - 2,892,023

資本金のうち 
既発行株式

普通株式 (株) (19,785,903) ( -) ( -) (19,785,903)

普通株式 (千円) 2,892,023 - - 2,892,023

計 (株) (19,785,903) ( -) ( -) (19,785,903)

計 (千円) 2,892,023 - - 2,892,023

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金

(資本準備金)
株式払込剰余金

(千円) 199,024 - - 199,024

計 (千円) 199,024 - - 199,024

利益準備金及び 
任意積立金

- (千円) - - - -

計 (千円) - - - -

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 
(千円)

当期減少額
(その他) 
(千円)

当期末残高 
(千円)

貸倒引当金 109,979 25,621 3,167 14,156 118,276

賞与引当金 47,500 34,440 47,500 - 34,440



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

イ 現金及び預金 

  

 
(注) 単元未満株式買取代金支払基金 

  

ロ 受取手形 

(イ)相手先別内訳 

  

 
(注) 日本プラスト㈱他 

  

(ロ)期日別内訳 

  

 
  

区分 金額(千円)

預金

当座預金 1,855

普通預金 202,744

定期預金 542,772

定期積立 100,600

別段預金  (注) 810

小計 848,782

現金 2,663

合計 851,445

相手先 金額(千円)

テイ・エステック㈱ 77,100

㈱ニッピ 73,623

東和通商㈱ 66,915

㈱大堰 35,619

㈱森傳 34,373

その他  (注) 589,476

合計 877,109

期日 金額(千円)

平成18年４月満期 265,079

  〃  ５月 〃 233,003

  〃  ６月 〃 219,478

  〃  ７月 〃 127,583

  〃  ８月 〃 27,752

  〃  ９月以降〃 4,212

合計 877,109



ハ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 

  

 
(注) １ 当社子会社 

２ 林テレンプ㈱他 

  

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しているが、上記当期発生高には消費税等が含まれている。 

  

ニ 製品、商品、仕掛品 

製品、商品及び仕掛品の工程別期末残高は下記のとおりである。 

  

 
  

相手先 金額(千円)

㈱タチエス 855,816

テイ・エステック㈱ 61,204

㈱ＣＩＸＭ 34,834

佛山市メルクス皮革有限公司  （注）１ 23,751

東和通商㈱ 19,856

その他  (注)２ 358,507

合計 1,353,972

前期繰越高 
(千円) 
(Ａ)

当期発生高 
(千円) 
(Ｂ)

当期回収高 
(千円) 
(Ｃ)

次期繰越高
(千円) 
(Ｄ)

 

回収率
(％)

Ｃ
×100

Ａ＋Ｂ

滞留期間(日)

(Ａ＋Ｄ)×
１
２

Ｂ×
１
365

734,991 7,653,543 7,034,563 1,353,972 83.9 49.8

品名 金額(千円)

製品 牛革 564,868

商品 革製品他 1,906

仕掛品

鞣工程仕掛品 111,926

染色工程仕掛品 183,126

製品仕上工程仕掛品 427,721

小計 722,774

計 1,289,549



ホ 原料及び副原料 

期末残高の内容は下記のとおりである。 

  

 
  

ヘ 貯蔵品 

期末残高の内容は下記のとおりである。 

  

 
  

ト 支払手形 

(イ)相手先別内訳 

  

 
(注) ㈱東徳他 

  

(ロ)期日別内訳 

  

 
  

摘要 金額(千円)

科目 内容 内訳(千円) 金額(千円)

主原料
原皮中小牛皮 21,205枚 87,912

  〃 成牛皮 23,594枚 167,734 255,647

薬品 染料、加脂材、他 77,179

合計 332,827

摘要
金額(千円)

科目 内容

補助材料 重油、包装材等 2,732

消耗工器具備品 サンドペーパー、機械部品等 14,044

合計 16,776

相手先 金額(千円)

中尾商事㈱ 101,815

川村通商㈱ 43,230

㈱大津屋 32,603

㈱前田良商店 22,930

和田製革所 20,071

その他  (注) 128,183

合計 348,834

期日
平成 
18年４月

５月 ６月 ７月 ８月 合計

金額(千円) 80,784 72,518 79,217 56,570 59,743 348,834



チ 買掛金 

期末相手先別内訳は下記のとおりである。 

  

 
(注) １ 当社子会社 

２ ㈱東徳他 

  

リ 短期借入金 

  

 
(注) １年以内に返済予定の長期借入金は、２ 財務諸表等 (2) 主な資産及び負債の内容 ヌ 長期借入金に記載して

いる。 

  

相手先 金額(千円)

中尾商事㈱ 27,912

㈱メルセン  (注)１ 15,243

川村通商㈱ 13,227

㈱前田良商店 11,245

イタクニ㈱ 7,598

その他  (注)２ 76,363

合計 151,590

借入先 金額(千円)

摘要

使途 返済期限 その他

㈱八十二銀行 795,000 運転資金 平成18年８月

飯田信用金庫 375,000 〃 平成18年８月

㈱長野銀行 220,000 〃 平成18年７月

東京東信用金庫 70,000 〃 平成18年10月

㈱武蔵野銀行 50,000 〃 平成18年６月

合計 1,510,000 - - -



ヌ 長期借入金 

  

 
(注) 金額欄(内書)は、１年以内に返済予定の金額である。 

  

ル 社債 

  

 
(注) 金額欄(内書)は、１年以内に償還予定の金額である。 

  

(3) 【その他】 

該当事項なし。 

借入先 金額(千円)

摘要

使途 返済期限 その他

㈱りそな銀行 312,000 (191,000)
設備並びに
長期運転資金

平成20年８月

㈱みずほ銀行 253,600 ( 98,600) 長期運転資金 平成20年９月

飯田信用金庫 238,939 ( 92,507) 長期運転資金 平成21年12月

㈱長野銀行 235,000 ( 67,500) 長期運転資金 平成22年10月

㈱千葉銀行 197,400 ( 94,050) 長期運転資金 平成20年８月

㈱八十二銀行 184,996 ( 58,058) 長期運転資金 平成22年９月

㈱三井住友銀行 105,000 ( 72,000) 長期運転資金 平成19年８月

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 68,000 ( 28,000) 長期運転資金 平成20年８月

東京東信用金庫 30,080 (  9,130) 長期運転資金 平成21年３月

合計 1,625,015 (710,845) - - -

銘柄 金額(千円)

第９回 無担保社債 300,000 (      -)

第10回 無担保社債 200,000 ( 40,000)

第11回 期限前償還条項付無担保社債 600,000 ( 90,000)

第12回 無担保社債 400,000 (128,000)

合計 1,500,000 (258,000)



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
  

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類
１株券、５株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、10,000株券及び 
100株未満の表示株券

中間配当基準日 ９月30日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

  取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店
野村證券株式会社 全国本支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り

  取扱場所
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

  取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店
野村證券株式会社 全国本支店

  買取手数料 無料

公告掲載方法 東京都において発行する日本経済新聞

株主に対する特典 なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には親会社等はない。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出している。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第154期(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)平成17年６月30日関東財務局長

に提出 

  

(2) 半期報告書 

事業年度 第155期中(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)平成17年12月26日関東財務局

長に提出 

  

  



該当事項はない。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２９日

メ ル ク ス 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているメルクス株式会社の

平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、

連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、メルクス株式会

社及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 栁 澤 孝 男 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 北 川 卓 哉 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月３０日

メ ル ク ス 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているメルクス株式会社の

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、

連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、メルクス株式会

社及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 栁 澤 孝 男 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 北 川 卓 哉 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２９日

メ ル ク ス 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているメルクス株式会社の

平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第１５４期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、損失処

理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、メルクス株式会社の

平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 栁 澤 孝 男 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 北 川 卓 哉 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月３０日

メ ル ク ス 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているメルクス株式会社の

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第１５５期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、損失処

理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、メルクス株式会社の

平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 栁 澤 孝 男 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 北 川 卓 哉 
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